
論点３ 適切な手法の選択

⒈ 論点の所在

○ ＰＰＰ／ＰＦＩの実績の少ない地方公共団体も多く、簡易な検討において適切なＰＰＰ／ＰＦＩ手法の

選択を容易に行うことができるようにする必要がある。

⒉運用の手引策定に向けた考え方

○ 適切なＰＰＰ／ＰＦＩ手法を選択する際の基本的な考え方を示すことに加え、事業分野ごとに採用

されることの多い事業手法や特徴等を参考事例とともに示す。
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論点４ 簡易な検討表の数値の設定

⒈ 論点の所在

○ ＰＰＰ／ＰＦＩの実績の少ない地方公共団体も多く、容易に簡易な検討を実施することができるよう

にすることが必要である。特に第三者（議会など）への説明のためにも、簡易な検討における数値

の設定等の考え方について、合理的に説明することができるようにすることが重要である。

⒉運用の手引策定に向けた考え方

○ 事業分野ごとに、PFI-LCCにおける費用削減率、割引率等の数値の傾向を示す。

⇒ＰＦＩ事業を実施した地方公共団体に対して、過去のＰＦＩ事業における費用削減率・割引率等の設

定をどのように行ったのかをアンケートにおいて調査する。

VFM算出根拠

費用削減率 収入増加率 金利

設計費 建設費
維持管理
費

運営費 修繕費
その他
費用

利用料金
収入

その他
収入

官民間の
調達金利
差

割引率

可能性調査時 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

特定事業の選定時 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

事業者決定時 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％
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論点５ コンセッション事業等の検討方法

⒈ 論点の所在

○ アクションプランにおいて、一部の費用しか回収できない場合であっても公的負担の抑制に資す

る観点から、コンセッション事業・収益型事業について積極的に活用することとしている。

○ 優先的検討の段階からできる限り、コンセッション事業・収益型事業について検討を行うことが重

要である。

⒉運用の手引策定に向けた考え方

・優先的検討の段階から余剰地の活用や民間の収益施設との併設の可能性等を模索することが

望ましく、検討方法・留意点等を示す。

・さらには、公共施設等の運営をより広範に民間経営に委ねるコンセッション事業への可能性につ

いての検討を促す。

⇒・コンセッション事業・収益型事業を行うことが親和的な事業分野を示したうえ、検討すべき事項

や留意点等を示す。

・上記に加え、コンセッション事業・収益型事業を検討するうえで参考となる事例を示す。
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論点６ ＰＤＣＡサイクル

⒈ 論点の所在

○ 実効性のある優先的検討を実施するためには、優先的検討が効果的に行われているか否かを

評価し、庁内体制を含めた検討プロセス等の見直しを適宜行っていく必要がある。

⒉運用の手引策定に向けた考え方

○ 優先的検討において、ＰＰＰ/ＰＦＩ手法導入に適しないと判断した場合における評価内容等の公

表のほか、第三者機関によるチェック機能が働くことが重要である。

⇒ＰＤＣＡサイクルの構築運用に当たって参考となる事例を紹介し、実効的に優先的検討を運用する

ためのポイントの抽出を行う。
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４．策定状況等のフォローアップについて
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策定状況等のフォローアップの内容

○ 優先的検討規程の策定の有無に関する中間・最終フォローアップの結果については、比較可能な形でイン
ターネット上で公表。

○ 平成28年度末での100%策定を達成すべく、中間フォローアップ（10月に実施）においては、策定に係る課題等
も併せて抽出し、課題への対応の考え方等をホームページ上で周知を行う。

策定状況等のフォローアップ

○ 中間フォローアップ時点（9月末時点）での策定状況、及び年度末の策定見込について内閣府ホームページで「見える化」を実施
○ また、策定に係る課題等を把握し、策定済自治体での課題への対応方法等についても「見える化」し横展開を図る

２．都道府県 ３．市区（人口20万人以上）

策定状況についての調査（中間フォローアップ）

省庁名
策定
状況
（9月末）

策定
見込
（3月末）

策定時期
（予定）

○省 ○ ○ 平成28年8月

□省 ○ ○ 平成28年9月

△庁 × ○ （平成29年1月）

・・ ・ ・ ・・

割合 20% 100%

１．国

都道府
県名

策定
状況
（9月末）

策定
見込
（3月末）

策定時期
（予定）

○県 ○ ○ 平成28年9月

□県 × ○ (平成29年1月)

△県 × ○ （平成29年3月）

・・ ・ ・ ・・

割合 30% 100%

市区名
策定
状況
（9月末）

策定
見込
（3月末）

策定時期
（予定）

○市 ○ ○ 平成28年4月

□市 ○ ○ 平成28年9月

△区 × ○ （平成29年1月）

・・ ・ ・ ・・

割合 30% 100%

［公表のイメージ］

※人口20万人未満の地方公共団体における策定状況についても併せて公表（策定自治体のみ）

調査結果を踏まえたうえで、各省庁及び地方公共団体に対し、策定状況や策定に係る
課題について、必要に応じ部会においてヒアリングを実施する。
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